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1	 はじめに

　東京オリンピックまで残り 1 年を切った。インバ

ウンド需要の拡大などが見込まれる一方で、東京オ

リンピック後には、景気が後退するとの見方も強い。

少子高齢化が加速する日本における底堅い成長産業

といえば、ヘルスケアである。振り返ってみると、

リーマンショックのときでも、医療機器や医薬品の

市場規模は減少しなかった。

　多くの企業がヘルスケアに注目し、経営計画など

で成長領域として位置づけ、新規参入を目指す一方

で、規制産業であるヘルスケアへの参入障壁は高い。

ヘルスケアの特徴的な参入障壁としては、図表 1 に

示すように、「技術開発の壁」「許認可の壁」「チャ

ネル開拓の壁」の「三つの壁」が存在すると考えて

いる。

　製品開発にあたっては、まず「技術開発の壁」が

存在し、企業はヘルスケア領域特有の、長期的な先

行投資が必要な点に頭を悩ませることになる。資金

面のほか、ユーザーである医療従事者とのコネク

ションがそもそも少ないため、真のユーザーニーズ

を捉えにくいということも壁を構成する要素の一つ

となる。次に、製品ができたとしても、「許認可の壁」

が立ちはだかる。許認可にあたっては、多数の書類

を提出する必要があり、その作成が大変であること

に加え、それぞれの書類を作成するにあたってノウ

ハウが必要なこともある。新規参入企業は単なる書

類作成だと思いがちだが、専門の外注業者が多数存

在し、すでに参入している大手企業ですら、こういっ

た業者を使っているのが実情である。「許認可の壁」

をようやく乗り越えると、最後に「チャネル開拓の

壁」がそびえ立っている。一般的に、この壁を乗り

越えることが最も困難であり、地道な営業活動や学

図表1　ヘルスケア領域への参入にあたっての「三つの壁」

 出所）NRI作成
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会での発表はもちろん、他社との協業を通じて、よ

うやく乗り越えられる（こともある）。

　多くの企業がこの三つの壁に参入を阻まれてき

た。大企業ですら、撤退を余儀なくされた企業もあ

る。本稿では、三つの壁を乗り越えた事例として、

これまで、ヘルスケアへの取り組みが遅れる傾向に

ありながらも、最近、取り組みを開始した、商社と

電力会社を取り上げる。これらの業界による取り組

みを紹介しながら、大企業のヘルスケア領域におけ

るオープンイノベーションのトレンドについてまと

めるとともに、今後、大企業が取り組む際のポイン

トについて述べる。

2	 商社によるヘルスケア投資

　大手総合商社を中心にヘルスケア・医療分野への

投資が活発化し、商社のヘルスケア・医療への参入、

事業拡大が進んでいる。

　 代 表 例 と し て 三 井 物 産 の 動 き が あ る。 同 社

は 2017 年 度 の 中 期 経 営 計 画“Driving Value 

Creation”において、ダイナミックな経営資源の

配分を行う四つの新たな成長分野の一つにヘルスケ

アを設定し、次の収益の柱として確立することを目

指し、積極投資を行うことを明示した。また、ヘル

スケア投資額を 2016 年 3 月期の 2 千億円に対し、

2020 年 3 月期は 4 千億円にすると 4 年で倍増させ

る戦略を打ち出した。

　主な投資内容としては、マレーシアを中心にシン

ガポールやトルコなど 9 カ国で富裕層向け高度医療

図表2　三井物産のヘルスケアエコシステムのイメージ

 出所）三井物産ウェブサイト：https://www.mitsui.com/jp/ja/innovation/business/healthcare/index.html

https://www.mitsui.com/jp/ja/innovation/business/healthcare/index.html
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を提供するアジア最大級の病院グループである IHH 

Healthcare Bhd. （IHH）への経営参画をはじめ、

医療需要が高まるアジアの病院グループへの直接投

資を進めている。さらに、専門医療や医薬、情報、サー

ビスといった医療周辺事業への投資も行っている。

これにより、病院事業を中核として医療周辺事業を

有機的につないだ「ヘルスケアエコシステム」を構

築し（図表 2）、病院とともにアジアの医療の量と

質を高める事業を展開している。

　三井物産の例は、「1 はじめに」で挙げた異業種

のヘルスケア・医療への参入を阻む「技術開発」「許

認可」「チャネル開拓」という三つの壁を、オープ

ンイノベーションを活用して乗り越えた好事例とい

える。

　まず、病院への投資からスタートし、病院経営を

行う中で、医療業界の課題やニーズを把握し、そこ

に応える製品・事業開発テーマを設定し、それらの

製品・事業をもつ企業を取り込むことで、製品・事

業開発フェーズにおける「技術開発」と「許認可」

の壁を乗り越えることに成功している。また、開発

した製品・事業を自社病院に展開するとともに、病

院への投資を進めることで、チャネル拡大を図り、

市場投入・事業拡大フェーズにおける「チャネル開

拓」の壁も乗り越えている。実際に、三井物産は

IHH への経営参画を皮切りに、その後、医療情報会

社の買収や医療画像システムの JV 設立などに挑戦

している。

　これより、オープンイノベーションとして、業界

課題やニーズを把握できるチャネルへの投資を積極

的に進めることが、三つの壁を乗り越えるポイント

の一つと考えられる。

3	 電力会社によるヘルスケア投資

　前章では、商社による事業投資を通じた三つの壁

の乗り越え方を取り上げたが、類似した動向が電力

会社にも見られる。

　関西電力は、2018 年 5 月に、医療系ベンチャー

の Ubie（ユビー）に約 3 億円（推定※1）を出資した。

Ubie は医師が共同代表を務めており、医療現場で

医師が医師でないとできない仕事に注力できないこ

とで、十分に患者を救うことができていないという

問題意識から、医療現場の業務効率化を進めるサー

ビス提供を行っている。

　Ubie が提供する AI 問診アプリは、従来、紙で画

一的に行われていた問診を、患者一人一人の症状に

合わせて AI が質問を自動生成し、患者がタブレッ

トなどを用いて回答することで、医師が直接聴取し

なくてはいけなかった事項についても、患者の回答

結果から情報取得できるようになり、患者と対面す

る際、より詳細なコミュニケーションができるよう

になる。また、従来、医師が手入力していた問診結

果も、AI 問診を用いることで自動入力されるよう

になり、事務作業時間の軽減につながる。本製品は

医療現場の課題・ニーズに訴求し、すでに 100 施

設を超える医療機関への導入実績をもち、今後も増

加が見込まれる。

　これまで、電力会社は、エリア内のほぼ全世帯と

のチャネルを強みに、電力以外の事業に取り組んで

きた。一方で、電力会社にとってのヘルスケアは、

前述の「技術開発の壁」が大きく、取り組みが進み

にくかった。しかし、関西電力は、医療現場の課題・

ニーズを知り、そこに応える製品開発を進めるベン

チャーを活用することで、その壁を乗り越えようと

している。

　関西電力は、従来、CVC（ベンチャー企業等に投

資する、事業会社の機能や組織のこと。Corporate 
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Venture Capital の 略 ） と し て 関 電 ベ ン チ ャ ー

マネジメント※ 2 を 1998 年に設立し、VC（ベン

チャー企業に特化して投資を行う投資会社のこと。

Venture Capital の略）を通じた間接投資をメーン

で行ってきたが、Ubie は関電ベンチャーマネジメ

ントの直接投資の第 1 号案件となった。関西電力の

本気さが伝わってくる。

　また、関西電力は、今後、Ubie が蓄積している

問診データなどを活用して、消費者向けに疾病リス

クのリポートや、疾病リスクを軽減させるソリュー

ションの提案などを共同で行っていくことも予定し

ている。

4	 ヘルスケア領域における

	 オープンイノベーションのトレンド

1）	 ヘルスケア領域におけるベンチャー投資の状況

　前述の通り、商社や電力会社などは、ヘルスケア

領域で事業展開を行う既存のプレーヤーに出資等を

行うことで、新規参入を実現してきたことがわかる。

この傾向は、ヘルスケアベンチャーへの投資からも

顕著に見て取ることができる。ベンチャー企業によ

る資金調達額は、2014 年以降増加し続け、2018

年には過去 10 年で最高の 4,000 億円弱となった。

ヘルスケアベンチャーによる資金調達額において

も、2018 年は、過去 5 年で最高となる 530 億円弱

となった（図表 3）。

　さらに、ヘルスケアベンチャーは、ベンチャー

企業の中でも特に注目を集める領域の一つである。

ベンチャー企業による資金調達を領域別に見ると、

2018 年は FinTech ベンチャーによる資金調達が最

多であったが、ヘルスケアベンチャーは FinTech に

次いで 2 位であった。2017 年のように、FinTech

よりもヘルスケアのほうがやや多かった年もある。

2）	 ヘルスケアベンチャーを取り巻く政策動向

　ベンチャー投資を見てみても、ヘルスケア領域に

おけるオープンイノベーションは、まだまだ可能性

のある領域である。さらに、ヘルスケア領域におけ

※ 1　出資額は非公開。登記情報などか
らの推定金額。
※ 2　 同 社 は 、2 01 8 年 11 月に「 K4  
Ventures」に社名変更している。
※ 3　年の下の（）内の数字は、ベンチャー
企業による総額の資金調達額。

図表3　FinTech ベンチャーとヘルスケアベンチャーによる資金調達額の推移 ※3

  出所）NRI作成
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るベンチャー企業と大企業のマッチングは、国によ

る支援も次々と立ち上がりつつある。

　2018 年度には、厚生労働省が実施する MEDISO

（医療系ベンチャー・トータルサポートオフィス）

のウェブサイト内で、大企業等がベンチャー企業等

のシーズを閲覧できる「シーズ宝箱」が開設された。

シーズ宝箱の閲覧にあたっては、会員登録のほか、

簡単な審査が行われており、ベンチャー企業も安心

してシーズを登録できる点が特徴である。シーズ宝

箱で興味のあるシーズがあった場合には、MEDISO

の事務局を通じて、マッチングを申し込むこともで

きる。さらに、2019 年度から、MEDISO ではベン

チャー企業のシーズを、企業名等を伏せたうえで、

対面で大企業に紹介するサービスも開始した。この

サービスにより、ベンチャー企業は、製品が開発中

でも、大企業からフィードバックをもらうことがで

きるようになり、また、大企業は、製品が完成する

前に、自社の意向を伝えやすくなった。

　また、2019 年度からは経済産業省が実施するイ

ノハブ（Healthcare Innovation Hub）もスター

トした。イノハブでは、主にベンチャー企業からの

さまざまな相談を受け付けているが、大企業等が

サポーター団体として登録されている点が特徴で

ある。2019 年 10 月時点では大企業や自治体など

100 弱の団体がサポーター団体として登録されて

いる。サポーター団体は、イノハブに相談したベン

チャー企業の情報を定期的にメール等で受け取るこ

とができ、希望があれば、事務局を通じてマッチン

グの場を設けてもらえる。

5	 おわりに

　資本提携を含む M&A は、ビジネスシーンにおい

て、しばしば「飛び道具」と呼ばれることがある。

本稿で取り上げた商社や電力会社も、買収や出資

といった飛び道具で参入しただけだと思われがちだ

が、これまでヘルスケア領域への新規参入を断念し

た、もしくは、参入しても思ったような成果を挙げ

られなかった企業の多くは、自前主義から脱却しき

れなかった傾向にあると考える。

　冒頭にも述べた通り、ヘルスケア領域への参入に

は、三つの壁が存在し、参入障壁は高い。しかし、

参入障壁が高い分、参入できたときの利益率は高く

なる傾向にある。ヘルスケアベンチャーへの投資が

活発に行われるようになり、中央官庁によるヘルス

ケアベンチャーと大企業のマッチング支援が複数行

われるようになった今こそ、ヘルスケア領域におい

てオープンイノベーションを活用する時期がきてい

るのではないだろうか。
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